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商工会議所とは①

東京商法会議所
初代会頭・渋沢栄一日本における主な歴史

■明治11(1878)年３月 日本初の「東京商法会議所」設立（初代会頭・渋沢栄一）
・商工業者の声を国の政策に反映させるために発足。
以来、行政への意見具申は、今日に至るまで最も重要な活動。

・英国の商工会議所（加入・脱退自由、会員会費により運営）を模範に設立
大阪(8月)、神戸(10月)と続き、明治18年(1885年)までに32の商法会議所が誕生

■明治23(1891)年 全国の経済の発展と国際化の進展に伴い､
会議所制度の強化が必要とされ条例が施行｡

■明治25(1893)年 全国15の商業会議所が商業会議所連合会設立（日商の前身）
■昭和28(1953)年8月 商工会議所の機能強化のため、幾多の変遷を経て

現在の商工会議所法が成立（議員立法、同年10月施行）
≪設立は国による認可制をとっているが、地域の商工業者の自主的な発意に基づいて設立≫

・明治11年、内務卿伊藤博文、大蔵卿大隈重信らが不平等条約改正の折衝に当たった際、英国公使パークスに「条
約改正は国民の世論です」と言った。するとパークスは、「それはおかしい。今、あなた方は、条約改正は国民の世論で
あると言われたが、国会も商工会議所もない日本が、どこでどのようにして国民の世論を聞く方法があるのか。そのような
便利な方法があれば、不肖パークス、後学のために教えていただきたい」と詰め寄られた。
・そこで伊藤公たちは、早速欧米の商工会議所制度などを調べ、どうしても商工会議所が必要だとの結論になった。
実業界の渋沢栄一や五代友厚らが設立を提唱すると、伊藤公らは全面的に協力した。
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商工会議所とは②

原点

→英国の会議所を模範として、1878年に、東京、大阪、神戸に設立。
→以来、全国各地に商工会議所が設立される。

取り巻く
環境

実業界が商工会議所の設立を提唱する。実業界の意見集約は国際的地
位の向上に欠かせない。また、欧米では商工会議所が産業振興に大き
く貢献している。日本の殖産興業を図り、欧米に一刻でも早く追いつ
くためにも、商工会議所は必要だ。

○少子高齢化・人口減少社会の進展、商工業者の減少、政府・自治体の財政悪化、経済のグ
ローバル化の加速､情報化(IT化・ネットワーク化)､価値観・ニーズの多様化など、商工会
議所・企業を取り巻く環境は大きく変化。

○欧州をはじめ世界的な経済危機の影響のほか、国内ではデフレの長期化や超円高、さらに
東日本大震災後の電力供給制約とコスト上昇、産業空洞化懸念等、わが国経済は低迷。

○中山間地に限界集落が増加する一方で、都市部では社会インフラの老朽化、中心市街地空
洞化、地域コミュニティの衰退等が進展、また、工場移転等により地域経済が疲弊。

○大震災からの復旧・復興の足取りは重く、風評被害等の影響も大きい。

商工
会議所の

強み

○現場に立脚した活動で、商工業者の声を集約し社会に訴え、企業と社会をむすぶ

○行政や企業、他団体、ＮＰＯ、市民等の「接着剤」になり得る。地域活性化の中核に！

○経営支援のワンストップサービス機能（創業､販路･交流拡大､経営革新､事業承継等）

○日商・全国514商工会議所の強固なネットワーク・連携
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商工会議所と教育のかかわり

○第１次安倍内閣は、わが国の最重要課題として「教育再生」を掲げ、２００６年１２月に道徳心や自

律心、公共の精神など新しい時代の教育の基本理念を明示する教育基本法の抜本改正を行った。

○安倍内閣の下に設置された教育再生会議は２００８年１月、わが国の教育のあり方を根本から見直す

とともに、教育再生の実効性を確保するため、社会総がかりで教育再生に取り組む必要性を訴える報

告書を取りまとめた。

政府の動き

○日本商工会議所（会頭＝三村明夫・新日鉄住金相談役）は２００７年４月、市民、企業、ＮＰＯ、各

種団体等による社会総がかりでの教育再生の中核としての役割を商工会議所が担うことを盛り込ん

だ「教育再生に関する意見」をとりまとめ、全国の商工会議所へ取り組みを呼びかけた。

○これを受けて、現在、全国で２６７の商工会議所がキャリア教育支援活動の具体的な取り組みを進

めている。

○東京商工会議所では、教育・人材育成委員会を中心に、キャリア教育の推進策等について調査研究を

行うとともに、２３区に設置された支部においても、墨田支部（会長＝髙橋 久雄・東京東信用金庫

最高顧問）、豊島支部（会長＝鈴木 正美・ ㈱末広サービス会長）、荒川支部（会長＝南雲 芳夫・

三芳建設㈱社長）等でインターンシップ事業をはじめ、商工会議所ならではの取り組みを具体的に展

開している。

日本商工会議所の呼びかけ

東京商工会議所の取り組み
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平成１９年４月１９日
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教育支援・協力活動に関するアンケート調査
（キャリア教育白書）

○全国514の商工会議所を対象に実施した「教育支援・協力活動に関するアンケート調査」で、キャリア教育活動を実施していると
回答した267商工会議所の中から、特に先進的に取り組んでいる15事例を取り上げ、その活動のポイントを紹介する。

○経済産業省や文部科学省が実施する表彰制度等において、高い評価を得る商工会議所もある。各地商工会議所においても、
以下のポイントを参考に、キャリア教育活動の具体的な取り組みを、より一層推進していただきたい。

●回答があった371商工会議所のうち267商工会議所が教育支援・協
力活動を実施しているとしており、実施率は７割（72.0％）を超え
た。
●調査を開始した平成20年度と比較すると、190 ヶ所から267ヶ所に

77ヶ所（増加率約40％）増加した。

●活動内容の内訳は、調査を開始した平成20年度と同様、「イン
ターンシップ・職場体験」が最多で、全体の55.4%を占める。
●20年度と比較すると、「教育機関への社会人講師の派遣」の割合
が倍増（4.0%→8.9%）

○教育支援・協力活動を実施している商工会議所数等の推移 ○教育支援・協力活動の実施内容別活動数等
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●アンケートに回答した371 商工会議所のうち122 商工会議所が、
中小企業の魅力を学生に伝えることを目的とした情報提供や、大
学の就職担当者と中小企業の採用担当者が一堂に会した懇談会の
開催など、学校と企業を直接結ぶ取り組みを実施している。
●「今後実施する予定である」と「学校側からの依頼があれば対応
したい」を合わせると、７割以上（282 ヶ所：76%）の商工会議
所がこうした取り組みに対して前向きな姿勢を示している。

＜賛成意見＞
●地域社会は、農林水産業の担い手不足、各種賑わいイベントのス
タッフ不足、福祉事業の担い手不足等に悩んでおり、また、震災
からの復興事業もいまだボランティアを必要としている。各種ボ
ランティア活動を積極的に奨励することにより若年者の社会適応
力の向上を図ることが、入学後の視野を広げることにもつながる
と思う。

●ギャップタームをインターシップ、ボランティア活動等に使えれ
ば雇用におけるミスマッチ解消の一助になると考える。

●今後、投資先や生産拠点となりそうな国の言語・文化や生活慣習、
また、流通の仕組み等、基礎調査としての活動にギャップターム
が利用されれば、大学で何を学ぶべきか大きなヒントになる。そ
うした活動を通して、即戦力となる知識を身に付けて卒業すれば
企業にとってのメリットも大きい。

＜懸念・問題点＞
●学生本人が、明確な目的意識を持って体験活動やボランティアを
行えればいいが、目的を絞りきれず、「なんとなく」の体験やボ
ランティアになることが懸念される。

○学校と中小企業を直接結ぶ取り組みの実施状況 ○大学の秋入学やギャップタームに関する意見（主なもの）

教育支援・協力活動に関するアンケート調査
（キャリア教育白書）
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■東商の会員企業から教育支援協力企業をネットワーク化。教育現場の要請に応じて講師を派遣し、

「職場体験事前学習（マナー講習）」「中学生のハローワーク」「ようこそ！地域の先輩」など様々な

プログラムを展開。区内の製造業への理解促進やものづくりの魅力を体験させることを目的に、工場見

学やインターシップ受入先を開拓し、仲介。（２０１０年４月～）

・実施回数１９回、延べ派遣講師数７２名

〇学校と企業の間をとりもつコーディネーターとして、社会人に必

要なマナー、職業観の醸成、ものづくりの大切さなどを学ぶため

の講師を学校へ派遣（東商版「ようこそ先輩」）。

〇インターンシップや工場見学の受入で、ものづくりの大切さと区

内製造業の魅力を体感。

事業の概要

◆地域の力で次世代を担う若者を育てる「教育支援プログラム推進事業」
（東京商工会議所 墨田支部）

地域力の底上げをめざす
キャリア教育実践事例の紹介①
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ようこそ！地域の先輩
東商役員企業の経営者などから
ものづくりの楽しさなどを学ぶ

中学生のハローワーク
第１線の社員などから仕事のやりがいを聞き、

自分の将来を考える

実際に職業に就いている人の生の声、本音を聞くこ
とができ、自分の将来について考えることができた。
（中学２年生）

職場体験前の「マナー講習」で
登録講師から社会人マナーを学ぶ

感動の声

地域力の底上げをめざす
キャリア教育実践事例の紹介①

◆地域の力で次世代を担う若者を育てる「教育支援プログラム推進事業」
（東京商工会議所 墨田支部）


